
















































































































































































































































































































AAAの委員会の ｢基礎的会計理論｣ A State一
meれt or Basic accounting Theory 1966
年において ｢会計とは情報の利用者が事情に精通
して判断や意思決定ができるように､経済的情報
を識別し､伝達するプロセスである｡｣と､定義
づけている｡これは会計を情報という観点から見
直し情報会計論を展開している｡このことはパラ
ダイムの変革が行なわれた科学革命の結果である
とする｡
情報会計論の提唱は､現行の会計体系では情報
目的のために不充分な体系であるゆえに､情報目
的に役立つ会計体系の創造を主張するもので､会
計の主目的が異なるならば､それぞれに会計体系
も異なると考えたことから出発したものである｡
情報会計論といっても､その求めるべき情報が
異なるならは､各論者が情報会計論の内で提唱す
る会計体系は互いに異なる｡
以下第9童において､エドワーズ･ベルの経営
意思決定の評価に役立つ会計日的､第10章におい
て､ベ ドフォードによる経営効率の計測に役立つ
会計主目的､第11章において､レグスンによる経
営の将来の予測に役立つ会計主目的が述べられる｡
それぞれにおいて､会計目的に合致した会計体
系を示すべきであるとしている｡
第9章､エ ドワーズ ･ベルは会計における経営
意思決定の評価という扱能を強調し､経営意思決
定という会計枚能を会計の主目的に置いた､新し
い会計理論を規範論的に展開している｡つまり会
計を､① 当期の生産過程における事象を統制し､
② 将来における意思決定をよりよいものにし､
③ 意思決定方法そのものを改善することに貢献
する､としている｡そして意思決定の評価のため
に､期待値と実際値との差異分析を通して行なう
方法を意図している｡利益概念に関しては､客観的
利益とし､企業が資産の市場価値を減少させるこ
となしに､期の終 りに支払うことを計画しうる配
当の大きさであると規定する｡短期的には実現可
能利益と呼び､長期的には経営利益の概念でとら
えている｡
この章において､エ ドワーズ ･ベルの論述につ
いて､彼らが求める会計資料は､内部目的に役立
せる経営意思決定の評価のためのものであったは
ずで､歴史的原価資料は､外部目的として､外部
利用者のため､課税利益算定のために役立つもの
である｡しかるに内部目的のために求めた資料が､
外部目的のために作成された歴史的原価資料の補
足資料であるとしたことについてその矛盾を指摘
している｡
この矛盾は技術的にも､提案に対する一般の反
対を弱め変更の実行可能性を意識するためカレン
ト原価(currentcost) 資料を会計に導入したか
らである｡著者は新しい会計の創造のた糾 こは､
現行の会計体系に訣別する道を選ぶべきであって､
何ら現行の会計体系にとらわれる必要はないとし
ている｡
第10章､ベ ドフォードによれば､利益は経営者
の効率の良し恋しを評価するための手段であると
され､この利益は経営の操作によって創出される
操作利益であるとされた｡その利益の計測は､費
用 ･収益対応の原則､標準原価の概念を念頭にお
いた原価差異､予算差異の分析といった技法を応
用している｡
べドフォードの主張する情報会計論は､物理学
における相対性理論にインパクトを与えた操作一主
義を会計学にとり入れて､パラダイムの転換を促
そうとしたにもかかわらず､現在の会計を基礎に
して､実行可能性のあるところを追加的に手直し
して､会計の琉域を拡大してゆこうとするもので
あり､決して新しい会計を創 り直そうと考えるも
のではない｡
第11章､レグスンほ､会計の目的が長期持分投
資家への情報の提供であると考え､この投資家は､
(1) 投資から期待される将来の配当フローを見積
ること､(2) これらのフローに関連するリスクの
両方に関心を持っていると仮定し､論理の展開を
している｡
レグスンは､利益概念を再調達原価利益として
とらえる｡その内容とするところは操業にかかわ
る利益と保有活動にかかわる利益とを明確に区別
し､操業利益､と保有利益に属する実現可能原価
節約を利益として扱っている｡ここで原価節約と
いう語は過去の保有活動を評価するはあいの用語
である｡レグスンは将来のフローの予測を問うて
いるのであって､フローの予測ということは将来
の収益力を問うものであってみれば､別の呼称､
たとえは ｢将来フp-転換益｣といったような呼
称を用いるべきであろうとしている｡また将来の
フローの予測ということを問うとすれば､利益と
して認識するものは､現在手持の時価変動分だけ
のはずである｡したがって､この日的のための会
計は将来のフローに転換する､現在手持ちの資産
の採石利益部分に対する､時価変動分のみを認識
する再調達原価会計が有効な会計体系となるべき
であろうとしている｡
ⅠⅤ おわりに
この書の要所にいろいろな学説をとりあげ利益
概念､利益計算についての考えを比較 ･検討され
ておるが､そこでは､会計を定義するときには､
会計の中心日的､形成しようとする会計理論､採
用するアプローチを意識しなければならないとし､
現行の会計の中心概念は分配可能利益算定のため
であるととしている｡この書で掲げる､経営効率
計測､経営の予測手段､経営意思決などの会計日
的のための利益概念は分配可能利益算定のための
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利益概念とは別に､中心概念を設定して論究すべ
きであるという考え方には同意する｡
発生主義について､現行の発生主義は ｢発生主
義会計｣以前の会計において採用されていた費用
の認識方法を使用し､さらに ｢発生主義｣によっ
ても追加的にIFy用を認識するという説明がなされ
ている｡しかし､今日では費用の発生とは､財貨
または用役の費消の事実をいう｡要望消の事実とは､
客観的事実の認識を意味するものではなく､期間
的費用配分の原則にしたがって､合理的な期間割
当ての方法による費用見賃 りにはかならない｡(3)
この観点に立てば､現金主義も､発生主義も同
じ結果になる｡今日の発生概念は､期間的費用配
分の原則により､費用の期間帰属を定めるため､
く註〉
(1)藤田幸男､大薮俊哉共訳 ｢ベドフイ利益決定論｣
中央経済社
昭和59年 P.10
(2)こ でゝとりあげている文献として共著も含めで次
のとおりとなる｡
PrinciplesofAccounting,1918年 ｢会計
の原理｣
AccountigTheory,1922年 ｢会計理論｣
Accountig,1924 ｢会計学｣
AnIntroductiontocorporateAccounting
Standard,1940年 ｢会社会計基準序説｣
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｢費用の発生の事実を認識し､その全額を測定し
て計上するための基礎となる会計基準｣をいうこ
とから､当然､現金主義､半発生主義､発生主義
の三つを含めて論ぜられるものと思う｡
利益計算論については古くから論ぜられ､とく
に利益概念については､会計上の重要概念にもか
わゝらず､まだ定着したとは言えない｡利益概念
は､利益を決定する目的によって変化するので､
その日的を確認､整理することにより種々の利益
概念が生まれる｡
今後､社会構造の変動に伴ない､経済的要因も
変わるであろうから､これらから派生する利益概
念､利益計算論が､会計理論の中で考えられなけ
ればならない｡
AdvancedAccounting,1941年 ｢高等会
計学｣
AssetsAccounting,1952年 ｢資産会計｣
CorporateAccountsandStatements,
1955年 ｢会社会計と財務諸表｣
(3)黒沢 清著 ｢近代会計学入門｣中央経済社
昭和59年 P･210
